
はじめに

福祉国家・社会政策研究の分野では近年，ジェンダーの視点を導入するこ

とにより，欧米先進国の社会政策に関する新しい知見が得られてきた。すな

わち，欧米先進国における社会政策が，家族という単位や，そこで行われる

生計維持者の夫と家庭責任者の妻という近代的性分業を制度化するものであ

ったこと，そうした社会政策は，既婚女性を家庭役割への専従ないし家庭役

割と両立可能な就労形態へと誘導する効果をもったことが指摘されてきた

（Lewis［1992］，Orloff［1996］）。

家族が国民生活の基本単位とみなされて政策的介入の対象とされるこうし

た構図は，現代福祉国家に固有のものではない。こうした介入の雛型はすで

に国民国家の形成期に成立していたことが，社会史・家族史研究によって論

証されてきた。すなわち近代ヨーロッパで国民国家が形成される過程では，

伝統的な共同体から家族が析出されて国家による民衆管理の拠点とされ，性

やモラル，女性の母性と育児義務など，さまざまな領域と次元にわたる介入

をつうじて，「国民」の形成がはかられた。そうした介入がもっとも露骨な

かたちで観察されたのは，民衆が戦争遂行に従う「国民」として，兵士とし

て，さらに労働者として肉体と精神の両面において動員された20世紀初頭の

総力戦の時代であろう。また，欧米諸国に遅れて国民国家の建設にのりだし
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た国でも，国民統合を急ぐ必要性から強硬な介入が行われた。その典型であ

る明治期日本では，天皇制支配を支える装置として家族国家観のイデオロギ

ーが導入され，国民の教化がはかられた（Donzelot［1977］，Mosse［1988］，

牟田［1996］）。

これらの研究の成果が示唆するのは，近代以降の社会変動のなかで，家族

のありように変容をもたらした要因として，産業化とともに，国家の政策的

な介入が重要であったということである。欧米先進国を主な対象とするこう

した研究の成果を踏まえた場合，途上国についても，家族と国家の関係性を

問い，そのような問いにこたえる手がかりとして社会政策に注目することに

意義を見いだすことができる。国家は社会政策を通じて，「家族」をどのよ

うに把握し，その構成員にたいしてどのような役割を要請してきたのか。本

書はこのような問題意識を出発点とし，いくつかの途上国の事例について，

社会政策が前提とする家族・ジェンダーモデルを明らかにするとともに，そ

のようなモデルを前提とする社会政策が女性の労働力化過程におよぼす影響

を検討した。女性の労働参加に注目するのは，それが家族のありようを規定

する重要な要因であるからである。社会政策がもつ，女性の労働力を生産労

働と再生産労働に振り分けるしくみとしての側面に注目し，その内容と影響

を，当該社会の政治的経済的社会的な文脈に位置づけて理解しようというの

が，本書の狙いである。

ここで途上国の女性労働研究の動向にも簡単に触れておくなら，女性が労

働力化する過程は，マルクス主義フェミニズムの立場からは資本の論理によ

って（Elson and Pearson［1981］），またそれにたいするアンチテーゼとして

人類学的な立場からは地域社会の論理によって説明され（Ong［1991］［1987］，

Wolf［1992］），国家の役割については，労働法や社会保障など制度的背景に

補足的に言及がなされるにとどめられてきた。女性労働研究におけるこのよ

うな「国家の不在」は，採用されたアプローチに起因するとともに，分析の

対象とされる女性労働が，経済のグローバル化にともなって規制緩和や保護

撤廃が進められる局面で登場した労働であったことと無関係ではない。しか
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し，グローバル化の過程でも国家の役割は「後退」するのではなく再編され

るとみるなら（Sassen［1996］），経済のグローバル化にともない途上国の女

性が労働力化される過程で国家が果たした役割を検討することは意味がある。

本書では分析の対象として，近代部門において女性雇用が増加する潜在的

な可能性をもった国・地域であるアルゼンチン，メキシコ，トルコ，韓国，

中国の華南地方（香港および社会主義市場経済の実験場としての珠江デルタを含

む）の５カ国・地域が選ばれている。

各論に進む前の導入部にあたる本章では以下，まず福祉国家・社会政策研

究にジェンダーの視角を導入した先行研究の知見を紹介し，続いてそれらの

知見を途上国研究に援用する場合に留意すべき問題点を指摘する。これを踏

まえて，最後に本書で取り組む課題を設定する。

第１節　社会政策とそのジェンダーバイアス：先進国研究の

知見

後述するように，途上国における社会政策は，先進国のそれをしばしばモ

デルとしながらも，異なる政治経済的文脈を背景に発展し，そのためジェン

ダーバイアスの含意も異なることになった。そこでやや長くなるが，先進国

のケースについて社会政策の発展の経緯を含めて述べておきたい。

欧米先進国における社会政策は，歴史的には産業革命にともなって生じた

労働・社会問題への対応として，アングロサクソン型の社会福祉，ドイツ型

の社会保険と，そのかたちは異なるものの，19世紀終わりまでに各国で登場

し（Ritter［1990］），20世紀に入ると総力戦を戦いぬくための大衆動員の手段

としての性格を獲得した。第二次世界大戦後，各国は憲法に福祉国家の原則

を掲げ，社会保障や社会福祉をプラス・イメージに転換して積極的に推進し

ようとする。そうした戦後の福祉国家の形成については，マルクス主義的な

立場からは，社会主義陣営に対抗すべく，戦間期の総動員態勢の延長上に，
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経済成長と議会制民主主義を両立させながら，完全雇用および高度社会保障

システムが制度化された（Gough［1979］），とする議論がなされる一方，社

民主義的な立場からは，労働組合の権力資源の動員や階級政治的同盟の構造

（とくに労動者階級），歴史的遺制などに注目する研究が蓄積されてきた

（Korpi［1983］，Esping Andersen［1990］）。

1970年代には「福祉国家の危機」説が提出され，財政改善や市場メカニズ

ムの活性化の必要性を主張するネオリベラリズムによって福祉国家批判が展

開される。サッチャーやレーガン政権のもとで福祉予算の大幅削減と育児や

介護の家族負担化（これはすなわち女性による負担を意味した）が実現すると，

これを契機にそのような福祉削減は女性の負担を増すものであるとしてこれ

に反対する意見と同時に，社会政策のジェンダーバイアスを指摘し，福祉国

家そのものを批判する意見も登場した。いずれも，福祉国家が，夫が生計維

持者，妻が家庭責任者という近代的性分業を制度化することで，女性を経済

的に夫に依存せざるをえない従属的な立場においていることを前提としたう

えで，前者は妻の家庭責任の国家による肩がわりの継続を求め，後者はその

ような分業体制そのものを否定した。女性の間からのこうした矛盾した反応

の発生は，1960年代以降欧米諸国で活発化したフェミニズムを思想的背景に

もつとともに，第二次世界大戦後の既婚女性の労働市場への進出や離婚の増

加によって，この時期にすでに従来の社会政策では間尺が合わなくなってい

たという現実の変化を背景としていた（伊藤［1995］）。

社会政策のジェンダーバイアスについては，その後，エスピン＝アンデル

センら福祉国家論の主流派と目される論者の議論にたいしてジェンダーの視

点の欠落を指摘し批判する立場から，より精緻な議論が展開されることにな

る。初期のフェミニストが福祉国家を一般化して家父長制（とそれが共働す

る資本制）の一表現形態と概念したのにたいして，福祉国家論の立場に立つ

研究は女性にとってより有利な福祉国家の可能性の探求という視角から，北

欧諸国など，フェミニストが注目したアングロサクソン系以外の諸国に分析

の対象を拡げることにより，社会政策のジェンダーバイアスのあらわれ方の
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多様性に注目するという展開をみせている（Sainsbury［1994a］，Bussemaker

and Kersbergen［1994］，深澤［1999］）。それらは夫婦間の近代的性分業の制

度化に注目するもの，育児や介護の担い手（政府／市場／家族）に注目する

もの，社会的市民権の発生原理の男女差と機会の不平等に注目するものなど

アプローチが多様で，注目する時期も19世紀から現代にわたる。ここではこ

うした議論をすべて紹介することはせず，社会政策のジェンダーバイアスを

指摘するさまざまな議論から，本書のテーマとの関連で重要となる， 近代

的性分業の制度化， ジェンダーバイアスを含む制度の多様性， 制度を評

価する場合の文脈の重要性，の３点を抜き出して要点を述べておこう。

１．近代的性分業の制度化

産業化にともない成立した近代的性分業の制度化は，冒頭で述べたように

19世紀に開始され，戦後の福祉国家体制のもとで完成をみた。そのような制

度の発展の歴史的経緯を簡単に述べるならつぎのようになる。産業化の過程

では市民階級の家族形態であった近代的性分業にもとづく家族が労働者階層

の間でも大衆規模で形成され（19世紀），そのような家族は，たとえばイギ

リスでは改正救貧法や工場法によって法的裏づけを与えられ保護の対象とさ

れる。だが，実際には男性一人の賃金で妻子を扶養することは困難であり，

やがて19世紀末から20世紀初頭にかけて労働者の低賃金や失業が深刻化する

と，これはほとんど不可能となり，労働運動や社会主義運動の台頭を招いた。

一方で，総力戦を戦い抜くために兵力増強の必要性が高まると，こうした内

外の危機的状況にたいして，各国では，生計維持者である男性労働者の生活

保障とともに，女性にたいしては優良な国民の育成者として育児義務を求め，

また優生保護立法を通じた生殖の管理を強化することにより，再生産の単位

としての家族の強化を通じた国力の増進がはかられた。そして，そのような

制度化のひとつの到達点がイギリスのベヴァリッジ計画であった（水田

［1997］，川越［1997］）。
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このベヴァリッジ計画を青写真として形成された戦後の福祉国家体制のも

とでは，財政支出が大幅に拡大されるとともに，税制や年金制度における

「主婦」の扱いや扶養手当，出産や育児にともなう休暇，託児施設，母子家

庭支援など多岐にわたる制度の整備が進んだ。そうした社会政策は，既婚女

性を家庭役割に専従させる，あるいは就労する場合にも家庭役割と両立可能

な就労形態に誘導するような影響力をもち，独身者やシングル・マザーなど

そのような家族モデルから逸脱する女性は，制度の恩恵を受けられないだけ

でなく，ときに懲罰的な扱いの対象ともなった。

近代的性分業の支持というかたちであらわれたこうした社会政策のジェン

ダーバイアスは，その後1970年代に入ると，フェミニズムを背景とする男女

平等化の洗礼を受け，さらに前述したようにネオリベラリズムのもとで制度

的な家族保護そのものが減じられることにより，一定程度解消されることに

なる。とはいえ，次に述べるような各国ごとの特徴を維持しながら存続して

いる。

２．ジェンダーバイアスを含む制度の多様性

近代的性分業観が前提にあるとしても，各国の政治経済構造を反映して，

制度のしくみや具体的な内容は各国ごとに多様であることに注意しておく必

要がある。たとえば男女平等化が進む以前の1960年代後半のオランダ，イギ

リス，アメリカ，スウェーデンの社会保障制度を比較すると，いずれも生計

維持者の夫と家事・育児・介護の担当者の妻という役割分担を前提とする点

で共通していたが，働いていない既婚女性の権利の発生基準は次のようにそ

れぞれ異なっていた。すなわち，スウェーデンでは女性本人の市民あるいは

母親としての地位を基準に受給資格が発生するのにたいして，それ以外の３

カ国では女性は生計維持者である男性の妻としての地位を基準に受給資格が

発生した。さらにこの３カ国のなかでも，給付金の受取り人に注目すると，

イギリスとアメリカでは妻本人であるのにたいして，家族が権利や義務の単
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位とみなされるオランダでは世帯主としての夫であるというように，制度の

しくみに多様性がみられた（Sainsbury［1994b］）。

３．制度を評価する場合の文脈の重要性

制度のしくみや具体的な内容が多様であることは，制度の影響をひとくく

りに論ずるわけにはいかないことを意味している。だが，制度を評価する場

合にさらに重要となるのは，当該社会における女性や家族の置かれた状況や，

制度が適用される文脈の違いによって，同様の制度であっても異なる影響が

生まれる可能性があることである。つまり，制度そのものを単純に比較して，

それが男女間の不平等を再生産する制度か，あるいは是正する制度なのか判

断することはできない。まず，ひとくちに女性といっても，社会階層やエス

ニシティ，あるいは既婚か未婚かなどによりその利害は異なる可能性がある。

さらに，そもそもある制度が不平等を拡大するのか，それとも是正するのか，

という議論をするためには，制度の影響を測る基準が必要となるが，女性に

とって何が利益なのか特定することは実はそれほど簡単ではない（Orloff

［1996］）。たとえば，イギリスで参政権獲得後，フェミニストが女性の低賃

金の補償と家事・育児労働への見返りとして家族手当の女性への支給を要求

し，これが実現したことは，どのように評価したらよいのだろうか。これに

ついてLewis［1991］は，女性の扶養を夫から国家に移すことによって性分

業にもとづく家族の経済的基礎を崩したという意義と，しかし女性の家庭役

割を追認し固定化するものだったという限界を指摘しているが，このような

評価から学ぶべきは，当の女性がおかれた状況に鑑みて制度を評価すること

の重要性である（水田［1997］）。
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第２節　途上国における社会政策へのアプローチ

本書は，途上国における社会政策と女性労働の関係を分析するにあたり，

先進国を対象とする研究のこうした知見を援用しようとするものである。だ

がその場合，途上国に固有の事情として， 産業化のパターンと，それがも

たらした 複雑で多様な社会構造に留意しておく必要がある。

１．産業化のパターン

すでにみたように，欧米先進国では，大きく捉えるなら，産業化にともな

い近代的性分業を行う家族が労働者階層の間で成立し，そのような労働者家

族を維持し補強するための社会政策が段階的に構築された。これにたいして，

途上国では，産業化→近代的性分業を行う家族の大衆規模での形成と解体の

危機→社会政策の導入という順序は必ずしも踏襲されなかった。我々が対象

とする後発工業国では，欧米先進国に追いつくべく，国家主導で急速な工業

化が推進されたが，産業化のスピードが相対的に速く，そのためしばしば労

働者階層の形成と労働者を対象とする社会政策の導入とが同時に進行するこ

ととなった。本書の事例ではトルコがその典型例である。トルコでは，1960

～70年代に上記の過程を圧縮したかたちで輸入代替型工業化と社会政策の導

入が同時に進められたが，その場合，社会政策は労働力供給政策としての性

格を色濃く帯びていた。また，韓国におけるセマウル運動も，農村近代化を

通じて女性を農業労働に動員した点で，労働力供給政策的な側面をもってい

た。セマウル運動は，農村の伝統的な社会関係やジェンダー規範を揺るがす

ものだったが，そうした強権的ともいえる政策導入は，急速な産業化と近代

化を目指す途上国でたびたび経験されたものである（中国の「一人っ子政策」

やインドの断種政策はその極端な例といえる）。

トルコや韓国で，集中的でときに強権的な社会政策の導入が行われたのに
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たいして，本書がとりあげた華南地域を含めて，東アジアNIEs諸国では産

業化が優先されて，社会政策は開発体制を維持する手段として限定的に導入

された。セマウル運動により，農村の生活改善が強力に推進される一方，社

会保障制度の導入が遅れた韓国は，このパターンにもあてはまる（東アジア

NIEs諸国における社会政策導入の背景については，上村［1999］，林［1999］を参

照）。

このような産業化と社会政策導入のパターンは，後発工業国の社会政策が

果たした役割が，既存の家族を補強するという欧米先進国のそれと必ずしも

同じではなかったことを示唆している。急速な産業化を進める過程で採用さ

れた社会政策は，当該社会の家族にどのように介入したのか。逆にまた，産

業化が社会政策の導入に優先される状況では，女性の労働力化は，家族のあ

り方や再生産労働（家事・育児・介護）の担い手をどのように変化させたの

だろうか。当該社会における家族のあり方やジェンダー観を踏まえながら，

こうした点に注目することが必要となる。

２．複雑で多様な社会構造

途上国におけるこうした後発型・圧縮型の産業化の経験は，さまざまな価

値観や教育格差，所得格差が並存する複雑で多様な社会構造をもたらすこと

になった。たとえば本書の事例のうちアルゼンチンとメキシコでは，他の途

上国と比較して早い時期に産業化が開始されて労働者階層の形成が進み，労

働運動が推進力となって段階的な社会政策の導入が実現した。しかしその両

国においても，不均等な経済発展により，社会政策の適用から取り残される

膨大な都市インフォーマル部門が生みだされてきた（宇佐見［2001］）。

そのような途上国社会において社会政策の導入がはらむ問題点としては，

先進国の制度を無批判に模倣することによる制度の機能的な限界や，農村部

門や都市インフォーマル部門など制度にカバーされない人々の存在の大きさ

が指摘されてきた（Midgley［1997: 163 164］）。こうした一般的な指摘に加え
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て，本書のテーマと関連して重要となるのは，国民統合や経済発展への巻き

こまれ方が異なる人々の間では，家族のあり方やジェンダー観は多様である

こと，したがって特定の家族・ジェンダーモデルを前提とする社会政策の導

入は，社会を構成するさまざまな社会集団・社会階層に属する人々の間で異

なる意味をもちうることである。たとえば本書の韓国の事例では，生産活動

への従事を通じて社会貢献する女性像がセマウル運動下の農村生活改善政策

を通じて導入されたが，そのような女性像は，女性の戸外での活動を厳しく

制限する伝統的規範が残る当時の農村部の人々にとって，およそ異質なもの

であった。

こうした状況を踏まえるなら，社会政策の家族・ジェンダーモデルと，そ

のような政策を適用される女性の働き方を突きあわせて対応関係を確認する

ことに終始するのではなく，制度が社会のどの部分に働きかけているのか，

まず全体像を俯瞰しておく必要がある。そのうえで，しばしば外来の異質な

家族・ジェンダーモデルに，社会政策の適用を通じて，それぞれの社会集

団・社会階層に属する人々がどのように取り込まれているのか，その過程を

（場合によっては，人々の反応が制度にフィードバックされる過程までを），動態

的に捉える視点が必要とされる。

第３節　本書の視角と分析の対象

本書では以上を踏まえて，社会政策が前提とする家族・ジェンダーモデル

に注目し，そのような政策が，現実の女性の労働力化過程に及ぼした影響を

分析した。社会政策の影響を評価するにあたっては，制度の内容そのものか

ら判断することはせず，当該国（地域）の社会経済的な文脈において，その

制度が女性の労働力化の過程にたいしてもちえた意味や効果を検討するとい

うアプローチをとった。したがって，どの国が女性の労働力化に促進的であ

るか（たとえば育児休暇制度について，その有無や条件を各国横並びで比較する），
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といった対象国の序列づけや類型化は行わなかった（先進国についてそのよ

うな作業を試みたものとしてSiaroff［1994］がある）。

また，すでに述べたように，途上国社会においては，社会政策の家族・ジ

ェンダーモデルは社会のセグメントごとに異なる意味をもちうるし，社会政

策にカバーされない人々の存在も大きい。そこで，ある制度が誰をカバーし，

どのような反応がそこで生まれたのか，その結果，家族や女性の働き方にど

のような変化が生じたのか，という問いに答える一方で，制度の適用の限界

が当該社会においてもつ意味についても考えるようにした。たとえば，都市

インフォーマル部門における女性労働について，それがやがて近代部門に吸

収されるのか（時間的な差異の問題），それとも近代部門を支える立場におか

れているのか（構造的な問題），といった点に展望を与えるよう努めた。こう

した作業を通じて，一連の社会政策の導入が多様で複雑な構成をもつ途上国

社会に与えたインパクトを，おぼろげではあっても包括的に把握することを

試みた。

社会政策の定義は多様だが，本書では大沢［1996］にならってもっとも広

い定義を採用し，社会保障，社会福祉，労働基準法などの労働政策，労使関

係，家族政策，住宅政策や教育政策，それらをめぐる財政（税制や公的支出）

まで含めることとした。そのような社会政策の性格規定を行うにあたっては，

労働運動やフェミニズムなど社会政策の決定要因の多様性と，それによって

もたらされる複合的な性格を認めつつも，ここに集った研究者は，主として

経済発展の様式との関係に注目している。

また，分析の対象とする女性労働は，産業化にともなって登場した近代部

門の労働とした。ただし，家内サービス労働や農業労働など伝統部門の労働

についても，産業化の過程で再編された場合には考察の対象に含めた。たと

えば韓国の事例では，1970年代の農村における既婚女性の農業労働への参加

と家事・育児の共同化がとりあげられており，またアルゼンチンの事例では

中上流階層出身の女性の職場進出を支える労働として，家内サービス労働に

注目している。
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本書の構成は以下のとおりである。第１章と第２章では，アルゼンチンと

メキシコをそれぞれ事例として，社会政策と開発モデル，およびそれらが女

性に要請した役割の組みあわせの変化に焦点があてられる。続いて第３章と

第４章では，トルコと韓国を事例として，1960～70年代の開発主義の時代の

急激な社会政策の導入が女性の働き方や家族のあり方に及ぼした影響の詳細

が，事例研究を参照しながら，受け手である女性本人の反応とともに明らか

にされる。最後に第５章では，中国の華南地方を事例に，経済のグローバル

化が，社会的属性の異なる女性に異なるインパクトを与え，その結果，階層

構造が再編されていく様子が描かれる。

大きく捉えるなら，第１章と第２章では途上国における女性労働と社会政

策の関係の全体像が把握され，第３章と第４章では上で述べたような途上国

に固有の問題点に焦点が合わせられている。そして第５章では，同じく途上

国的な問題として，社会構造の多様性が生みだす問題が扱われると同時に，

社会政策の実施が極端に限定された状況といういわば例外的状況をとりあげ

ることにより，女性の労働力化過程に社会政策が及ぼしうる影響の重要性が

浮き彫りにされた。

おわりに

すでに述べたように，途上国における社会政策導入の経緯は，欧米先進国

における産業化→近代的性分業を行う家族の大衆規模での成立と解体の危機

→社会政策の導入という順序を必ずしも踏襲しなかった。だが，それは途上

国がそれぞれ別々の道を歩んだということを意味しない。本書の各章が示唆

するのは，むしろその時どきの国際的な政治経済環境のもとで標準とされた

開発モデルや法制度が導入された結果，社会政策が前提とする家族・ジェン

ダーモデルとその変化の方向性は，ある程度類似した傾向を共有してきた，

という事実である。本章をしめくくるにあたり，各章の議論を総合し，本書
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の対象国・地域について，その社会政策と開発モデル，およびそれらが女性

に要請した役割の組みあわせを粗描しておこう。

そのような組みあわせのひとつは，第二次世界大戦後から1970年代にかけ

ての時期に成立したパターンである。本書の事例では，ペロン期のアルゼン

チン，「米国型国民経済モデル」期のメキシコ，開発計画期のトルコ，そし

てセマウル運動期の韓国の事例がこれに含まれる。この時期には世界的な開

発主義（末廣［1998］）の影響のもとで，国家主導の経済開発が進められ，社

会政策面では，近代的性分業を行う家族の維持と強化を通じて，開発体制が

要請する優良な労働力供給のための制度が整備された。そこでは，女性は既

婚であれば家事・育児の専従者として扶養が保障されるとともに，しばしば，

そのような家庭役割の延長に位置づけられる職域で，家庭役割と両立可能な

働き方を条件に，男性労働力にたいして補完的な労働力となることが期待さ

れた。

もうひとつの組みあわせは，ネオリベラル期アルゼンチンとマキラドーラ

が設立されて以降のメキシコの事例に共通に認められ，また，華南の香港で

も背景は異なるが同様の状況が観察された。香港を除く二つの事例では，社

会政策面では，世界的なネオリベラリズムの潮流を背景とする規制緩和と保

護撤廃が進み，他方でフェミニズムの進展を背景として1980年代以降ILO

（国際労働機関）などの国際機関が先頭に立って進めてきた男女平等化が浸透

した。その結果，近代的性分業にもとづく家族の保護や，そのような家族の

なかで妻に家庭責任者としての役割を定めた制度は廃止されることになる。

こうして女性は，制度的には家族のなかで家庭責任を負うことを根拠として

守られる立場からはずれ，（多くの場合，家庭役割も引き受けながら）個人とし

ての労働力として析出されることとなった。この過程で女性は，マキラドー

ラの女性労働を典型として，低廉な不熟練労働力として自由だが過酷な労働

市場に投げ込まれることになる。制度上の平等化が進んだ半面，そうした不

熟練労働に従事する女性の多くは，男性よりも不利な労働条件に甘んじるこ

ととなった。アルゼンチンとメキシコでこうした状況が成立したのが1980年
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代以降だったのにたいして，香港の場合は，もともと自由経済が標榜されて

家族保護的な社会政策の発達という前段階がなかった点で，例外的な事例と

いえる。

以上のような時間的に連続する二つのパターンが，巨視的にみるならば，

先進国においてもほぼ同時代的に観察されたものであることに，読者はすぐ

に気づくだろう。だが同時に，本書の事例からいくつか途上国的な特徴をひ

ろいだすこともできる。そのひとつは，すでに指摘したように，急速な経済

開発を一方で進めながら社会政策が導入される場合，それはしばしば露骨な

労働力供給政策として機能し，女性は家庭責任を果たすと同時に労働参加が

積極的に要請されたことである。1960～70年代のトルコでは，専門職の不足

を背景として，女性にたいしても近代的性分業と妥協可能な形で労働参加が

要請され，また同時代の韓国でも，農村近代化政策の一環として，家庭責任

者と同時に農業生産者としての役割が女性に求められた。こうした女性にた

いする二重の役割の要請は，いわゆる日本型福祉国家の特徴としても知られ

ている（原田［1988］，塩田［2000］）。

いまひとつの途上国的な特徴としては，女性の内部の階層性を指摘できる。

すなわち，制度の不均等な適用は階層的な格差を生み出したが，とくに女性

の場合，労働者としてだけでなく労働力の再生産者として，二重の格差にさ

らされることとなった。たとえばペロン期のアルゼンチンでは，手厚い社会

保障と女性労働者のための保護規定が整備されたが，実際に働きに出たのは，

それらの制度的恩恵を享受できる中上流階層出身の女性とともに，家内サー

ビス労働などそのような制度の適用外におかれた職業にしか就けない下層出

身の女性であった。またメキシコの事例では，男性が妻子を扶養する「米国

型国民経済モデル」の恩恵から取り残された農村部の女性が，マキラドーラ

の安価な労働力の供給源となった。これらのケースでは，働きに出る女性は，

夫による扶養の保証からも，自身が労働参加する場合の労働者保護や社会保

障からも疎外されている点で，中上流階層出身の女性とは二重の意味で差別

された存在であった。
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